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抄録

保育士の就業状況の調査を実施した結果，保育士の給与面に関する不満が少なからず確

認された。そこで，保育士不足改善策の一環とした保育士の給与に関する検討を試みた。

保育士の給与面の問題は，保育士不足の改善すべき課題の一つであり，早急に解決せざる

を得ない。保育は社会福祉や社会保障の分野で，私たちの生活保障に直面する大切な役割

を担っているため，保育士の給与の構成要因は一般的な労働市場における需要と供給の関

係で片付けることは容易ではない。それには，保育士が働く保育所の複雑な運営管理上の

構造自体に原因がある。そこで，国は抜本的な改革は後回しとして保育士処遇改善等加算

で急場を取り繕っているのが現状である。
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Ⅰ　はじめに
近年の保育士の不足は，大きな社会問題となっている。その深刻さはメディアでも頻繁

に報じられている。そこで本学科（就実短期大学幼児教育学科）は，保育士不足の対策と

して岡山県からの委託を受け，₂₀₁₄（平成₂₆）年「潜在保育士復職支援プロジェクト」を

立ち上げ，本学科卒業生を対象に就労実態の調査を実施するとともに，保育士の復職を支

援すべく「潜在保育士復職支援研修会」を実施している。これまでの実績を受け，₂₀₁₈

（平成₃₀）年に，岡山県から委託を受け県内の本学以外の ₂ 校の保育士養成校と連携協力

して，₂₀歳代の若年保育士を対象とした「保育士就業状況調査」を実施した。
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（表 1）『保育士養成施設連携教科事業（保育士就業支援及び離職防止）報告書』の提言

給与面 労働環境面 研修面 その他

保育士 ・給与面の実態を可
能な範囲で周囲や
養成校に伝える

・労働者として労働
環境改善に自発的
に取り組む

・自ら進んで，仕事
の持ち帰り，残業
の削減に取り組む

・自発的な研修体制
を図る

・職場外の専門職の
組織化（保育士会
等）の活動の積極
的参加

・職場内に，保育士
が本音を出しやす
い関係性を作る

・職場外に，守秘義
務が守られる相談
場所を確保する

保育所
（雇用主）

・財務会計の透明化
・給与改善の対応の
努力

・雇用主としての労
働環境の改善に取
り組む

・職場内研修の充実
・業務として，積極
的に職員の研修参
加を促す

・情報の公開
・第三者委員による
評価制度を行う

県
（行政）

・行政主導による給
与面理改善指導

・公立園と私立園の
給与改善の行政指
導

・監査及び行政指導
の強化

・モデル保育所への
助成

・研修会の企画実施
・園の垣根を越えて
新人・若手・中堅・
主任・園長など各
立場での懇談会等
の開催

・数値目標の設置　
保育士確保率，保
育士離職率，県内
私立保育所の給与
に関して明確な数
値目標を策定

・離職者の再就職支
援

・潜在保育士の再就
職サポート

養成校 ・研修会等の協力
・定期的なリカレン
ト教育の実施

・養成校の垣根を取
り除いた研修体制
の主体的な実施

・離職者の再就職支
援

・保育士卒業生のア
フターケア

この「保育士就業状況実態調査」の概要は，主に保育士不足対策の一つである現役保育

士の離職防止へのアプローチを目的とした調査であった。今回の調査では，「聞き取り調

査」と「アンケート調査（郵送式回収）」の二つの調査方法を併用した。被験者は，本学

の卒業生である₂₀歳代の若手保育士が勤務している保育所の₄₃施設において「聞き取り調

査」を実施し，その際に「アンケート調査」を依頼し了承を得た₁₀₂名に対し自宅へ調査

票を郵送し返送してもらう方法を用いた。調査票の回答者は₇₅名（回収率₇₃.5%）で，この

₇₅名の調査票をもとに集計と分析結果を行った。調査時期は，₂₀₁₈（平成₂₈）年 ₇月～₁₀

月の期間であった。

今回の「聞き取り調査」と「アンケート調査」をもとに，『保育士養成施設連携強化事

業（保育士就業支援及び離職防止）報告書』₁）として，主に若年齢層の保育士に必要な就

業支援及び離職防止対策を（表 ₁）のように「給与面」・「労働環境面」・「研修面」・「その

他」について，「保育士」・「保育所（雇用主）」・「県（行政）」・「養成校」の ₄ 者がそれぞ

れに取り組むべき課題として提言するに至った。
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Ⅱ　「保育士就業状況調査」による給与面での課題（問題定義）
先の「保育士就業状況調査」の結果から，保育士不足の対策の課題の一つでもある給与

面に関する調査結果をみる。「アンケート調査」から，給与に関しての質問の結果は，（図

₁）～（図 ₂）に示されている。（図 ₁）は給与について満足しているかについて尋ねた

結果であり，半分以上₅₆.5%の対象者が，「不満」「やや不満」と回答していた。また，（図

₂）から，主な不満の理由として，「持ち帰り残業が多い」，「他の職業と比較して少ない」，

「責任の重さに見合っていない」があげられ，現在の業務内容を考えると保育士の賃金は

低すぎると多くの被験者が感じていた。

次に，「聞き取り調査」をみてみると，自治体内で私立保育所の給与がほぼ統一されて

いるとの回答も一部あったが，大半は給与の格差が各園によって大きく開いていた。さら

に，「人間関係が良い」「職場環境が良い」「子どもや保護者に恵まれている」「やりがいを

感じる」等の意見の最後に「ただ，もう少し給与が高ければ」と控えめに口にする者も少

なからず見受けられたことが気に掛かる。仕事のやりがいを感じながらも給与面での納得

していない様子である。また，離職後に別の職業に就いた知り合い保育士から，「（今の保

育士以外の職場は）全く専門的な知識や技能が不要にもかかわらず，保育士と比べて給与

が多い。大変だった保育士の仕事に戻る気持ちにはなれない。」という声も聞かれたこと

は誠に残念であった。これらのことから，調査対象者の若手現職保育士が給与面での不満

を持ちながら働いている様子が顕著に伺い取れた。

今回の「保育士就業状況調査」から労働対価としての給与に不満があることが確認でき

た。そこで本研究では，保育士不足の課題の一つでもある給与面に関して，さらなる考察

をすすめ，保育士不足に影響する賃金面について検討を試みることとしたい。

（図 １）給与について満足（問．「給与について満足しているか」）
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Ⅲ　保育士の給与について
１ ，保育士の給与水準

保育士の給与について，厚生労働省の「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」₂）等をもとに

検討する。（表 ₂）では，主な職種と保育士を比較したものである。年齢や勤続年数の違

いはあるが，平均年収では約₁₅₀万円低い。また，幼稚園教諭と比較するとほとんど差異

は見られない。しかし，小中学校教師，高等学校教師と比較するとその差は明確であった。

（表 ２）主な職種別比較

職　　種 平均年収 平均年齢 勤続年数

保育士 ₃₄₂万円 ₃₅.8歳 7.7年

保育士（女性のみ） ₃₃₉万円 ₃₆.1歳 7.8年

幼稚園教諭 ₃₄₁万円 ₃₃.3歳 7.3年

小学校教師・中学校教師 ₆₇₃万円 ₄₂.8歳

高等学校教員 ₆₆₂万円 ₄₂.6歳 ₁₃.5年

看護師 ₅₈₆万円 ₃₇歳

歯科衛生士 ₃₄₂万円 ₃₅.1歳 6.0年

栄養士 ₃₄₅万円 ₃₅.0歳 7.0年

美容師 ₂₉₅万円 ₃₁.2歳 6.7年

福祉施設介護員 ₃₂₉万円 ₄₀.8歳 6.4年

全職種 ₄₉₁万円 ₄₂.5歳 ₁₂.1年

全職種（女性のみ） ₃₇₇万円 ₄₁.1歳 9.4年

厚生労働省「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」をもとにして作成（千円以下は切り捨て）

（図 ２）給与について不満足な理由
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また，女性が多い他の職種と比較すると，栄養士，歯科衛生士，美容師との比較では差

異は見られない。このことから益山₃）（₂₀₁₈）は，日本の保育士の賃金水準は，他の専門

的資格が必要な職種と比べては低い一方で，女性の就業割合が多いサービス業の職種と比

べると妥当であると指摘している。

保育士の給与が低いかと問われると，平均年収よりは低いが一概に年収の低い職業であ

るとはいい切ることができないことも事実である。

２ ，岡山県における保育士の給与水準

今回の「保育士就業状況調査」を実施した岡山県内での保育士の給与水準を，厚生労働

省の「賃金構造基本統計調査」のデータから₂₀₁₃～₂₀₁₇年までの ₅年間の₄₇都道府県別の

保育士の平均年収を算出しまとめたものが（表 ₃）である₄）。各都道府県別の保育士の年

収平均を比較すると，最も高い地域と低い地域では最大₁₂₀万円ほどの差がある。本調査を

行った岡山県は₃₀₃.3万円で₃₄位と全国平均よりは低いが取り立てて低いとはいえない。そ

れぞれの労働市場の地域性から考えても，調査した岡山県が特別に低いとはいえなかった。

次に，厚生労働省の「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」から調査対象とした岡山県の主

な企業の平均年収と保育士の年収を比較した。年齢，勤続年数の差や比較対象の企業が上

場企業ということからは一概に比較できにくい点はあるが，保育士の年収の低さは，これ

（表 ３）都道府県別保育士の平均年収
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らの地元の有名な企業との格差は一目瞭然であった。

さらに，厚生労働省の「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」から公務員の年収と（表 ₅）

で比較した。岡山県の主な自治体職員及び国家公務員の年収とでは，平均年齢の差し引い

てもその差は比較にすらならないものであった。

（表 ４）岡山県上場企業抜粋

企　　業　　名 平 均 年 収 平 均 年 齢 業　　　種

ベネッセホールディングス ₉₃₀万円 ₄₄ .7歳 サービス業

中国銀行 ₆₇₁万円 ₃₇ .6歳 金融

滝澤鉄工所 ₅₅₅万円 ₄₂ .1歳 製造

ミサワホーム中国 ₅₀₈万円 ₄₀ .6歳 建設業

岡山製紙 ₄₇₆万円 ₄₂ .1歳 紙・パルプ

天満屋ストア ₄₀₂万円 ₄₁ .9歳 小売業

岡山県貨物運送 ₃₉₅万円 ₄₁ .9歳 運送業
＊厚生労働省「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」をもとにして作成（千円以下は切り捨て）

（表 ５）公務員との比較，及び岡山県内の自治体（一部抜粋）

自 治 体 名 等 平 均 年 収 平 均 年 齢

国家公務員 ₆ ₇ ₃万円 ₄ ₃ . 2歳

岡山県 ₆ ₆ ₈万円 ₄ ₃ . 6歳

岡山市 ₆ ₉ ₁万円 ₄ ₄ . 8歳

倉敷市 ₆ ₄ ₄万円 ₄ ₂ . 3歳

浅口市 ₅ ₈ ₇万円 ₄ ₁ . 3歳

津山市 ₆ ₂ ₃万円 ₄ ₃ . 4歳

鏡野町 ₅ ₈ ₄万円 ₄ ₄ . 3歳

和気町 ₅ ₃ ₅万円 ₄ ₁ . 8歳

新庄村 ₄ ₈ ₈万円 ₃ ₈ . 9歳

岡山県内市町村別 平均 ₅ ₈ ₆万円

厚生労働省「平成₂₉年賃金構造基本統計調査」をもとにして作成（千円以下は切り捨て）

３ ，保育士の給与の実際

保育士の給与を，職種別，企業（雇用主体）別，年齢別，地域別，公務員と多方面に比

較してみた。今回の「保育士就業状況調査」の調査結果から若手保育士が給与に満足して

いないとの回答が半数以上あったことには十分に納得がいく。
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保育士の給与は低いかと問われると，確実に低いといえる。しかし，社会一般の給与水

準から鑑みると取り立てて低すぎるといい切ることもいえないのではないかと思われた。

また，女性の就業割合が多いサービス業の職種としては平均的な給与水準でもあった。

労働対価としての保育士の給与水準の実態の比較検討では，今回は給与が「安い」か「高

い」かとの調査のみであった。実際には保育士の労働内容の対償として，雇用主が労働者

に支払うすべてのものと捉えた給料・残業代・休日手当・住宅手当などの諸手当はもちろ

んのこと，賞与や退職金も含んだものが，労働の内容とのバランスが取れているか踏み込

んで賃金全体を捉えた内容での調査が必要である。また，保育労働に対する賃金の問題は，

長時間労働や休暇が取りにくい等の労働環境全般の問題もある₅）。これらの点に関しては，

今後の検討を持つこととしたい。

Ⅳ　保育士不足と保育士給与の現状として
１ ，保育士不足の背景

現在わが国は，少子化の進展に伴い，₂₀₁₁（平成₂₃）年から人口減少社会に入っており，

出生数は，第 ₁ 次ベビーブーム期には年間約₂₇₀万人，第 ₂ 次ベビーブーム期には年間約

₂₁₀万人であったが，₁₉₇₅（昭和₅₀）年に₂₀₀万人を割り込み，毎年減少し続け₁₉₈₄（昭和

₅₉）年には₁₅₀万人を割り込み，₂₀₁₆（平成₂₈）年に₁₀₀万人を割った。さらに，今年の₂₀₁₉

（令和元）年には₉₀万人を割り込むと予測され，ピーク時より₂₀₀万人近く減少している。

しかし，このような少子化が進む一方で，逆に保育所を利用する子どもたちは増えてい

る。その背景には，女性の就業率の上昇がある。働く女性の数は，₁₉₈₅（昭和₆₀）年から

₂₀₁₆（平成₁₆）年の約₃₀年間に₉₈₃万人も増加し，また₁₉₈₅（昭和₆₀）年専業主婦世帯は

共働き世帯の ₂倍であったが，₂₀₁₆（平成₁₆）年には共働き世帯が専業主婦世帯の ₂倍に

逆転している。（図 ₃）

その結果，（図 ₄）のように女性の就業率の増加と，それに伴い保育所の利用児も急激

に増加している。近年では，₂₀₁₁（平成₂₅）年の₂₂₂万人から，₂₀₁₇（平成₂₉）年には₂₅₅

万人に保育所を利用する子どもが約 ₂万人も増えた。その中でも ₃歳未満の ₀歳児から ₂

歳児の保育所利用児は₂₀₁₁（平成₂₅）年の₃₁.0％から，₂₀₁₇（平成₂₉）年には₄₅.7%と ₃ 歳

未満の利用児が急激に増えている。そのために働く保育士が₂₀₁₁（平成₂₅）年の₄₃.7万人

から，₂₀₁₇（平成₂₉）年には₅₁.8万人と増えている₆）。

保育所を含む児童福祉施設は，「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」の第₃₃条

から保育士の人員基準が決められており，乳児おおむね ₃人につき ₁人以上，満 ₁歳以上

満 ₃歳に満たない幼児おおむね ₆人につき ₁人以上，満 ₃歳以上満 ₄歳に満たない幼児お

おむね₂₀人につき ₁人以上，満 ₄歳以上の幼児おおむね₃₀人につき ₁人以上の保育士が必

要である。年齢の低い利用児が増えることは，さらに保育士の人員の増加が必要である。

女性の就業率の増加に伴って保育を必要とする子どもたちの急激な増加，さらに低年齢

の保育所利用児の増加により，従来のような保育士の就業数では対応できなく結果的に保
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育士不足の引き金となっている。

（図 ４）女性の就業率と保育所利用率の推移

出典：厚生労働省「厚生労働白書」，内閣府「男女共同参画白書」，総務省「労働力調査特
別調査」，総務省「労働力調査（詳細集計）」

（図 ３）専業主世帯と共働き世帯の割合
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２ ，労働市場における保育士不足

保育士不足の要因の一つには所説はあるが，急激な保育現場の利用児の増加に伴い，保

育士の供給が追い付けていないことである。つまり，保育という労働者市場における労働

者（保育士）の需要と供給のバランスが保たれなくなったことである。そこで，労働市場

における労働者の需要と供給の関係からすると，労働者が不足すれば，それに対応すべき

労働賃金である給与が上がって当たり前である。しかし，依然として保育士はこの労働市

場の相場に追いつけていない。

労働市場とは簡単に説明をすると，労働力を商品として需要と供給をめぐる取引がおこ

なわれる市場であり，労働市場の存在は，資本主義経済の特徴の一つでもある。しかし，

資本主義経済の概念で保育士の賃金の形態を考えることには無理がある。その理由には，

保育士の賃金原資が問題となる。保育士の賃金原資は企業収益ではなく，国，都道府県，

市町村からの補助金が大半である。保育士の賃金資源を探るには，複雑な補助金制度の推

移や，人件費，管理費，施設流用等，主な経営主体である社会福祉法人の経営内容にまで

立ち入った分析が必要となる。つまり，保育士の賃金資源には，一般的な労働市場での労

働者の需要と供給のバランスでは計り知れない複雑な仕組みがある。₇）

例として，企業のように顧客である保育児が増えたからといって，無理をしてまで定員

以上の子ども達を受け入れて利益を上げたり，または商品単価である保育料を独自に値上

げし利益を上げたりして，そこから従業員の給与のアップに充てる仕組みは成り立たない。

それは，顧客である保育児の定員とは基準によって決められており，また顧客である保育

児の数と従業員である保育士の数も国の基準によって「保育士の人員基準」として厳密に

決められているから，このような経営手法は不可能である。

次に考えられるのが，雇用主の努力と工夫である。しかしこのことも，保育所の主な経

営主体である社会福祉法人の経営の問題がある。営利目的ではない社会福祉法人が計画外

の人件費を計上することは難しい。そこで応急措置として，社会福祉法人の内部留保を切

り崩し保育士の給与を上げることを考えると，それは定義が定まっていない社会福祉法人

の内部留保についての議論にまで及ばなければならない₈・₉ ）。つまり，最終的には国が指

導監督する社会福祉事業の経営のあり方全体に及ぶ問題となる。

例えば，実際にいくらかの内部留保に余裕のある法人が内部留保を取り崩して人件費に

充てるとするなら，可能な経営体力がある法人もあれば，そうでない法人も存在する。そ

うなれば，経営体力のない法人の保育所の運営が成り立たなくなり，最終的には地域内で

の保育所のバランスが崩れて地域の保育を確保することが困難になる事態も考えられる。

保育所の主な経営主体である社会福祉法人は『社会福祉法』に規定されている社会福祉

事業を行う非営利目的の団体であり，一般的企業と保育所では設置意義が違うため保育所

の経営は企業の経営方法とは抜本的に違っている。単純に労働市場の需要と供給の関係で，

保育士不足とその給与の関係を捉えることには無理がある。

そこで国は，保育士不足対策の一つとして保育士の給与改善策として，₂₀₁₃（平成₂₅）
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年から補助金で保育士等の処遇改善として「保育士処遇改善等加算」注 ₁）を支給して給与

の低さに対応する施策には納得できる₁₀）。この「保育士処遇改善等加算」は，保育士労働

賃金の低さを是正するため年々改善されているのが現状である。（図 ₅）

Ⅴ　まとめとして
₂₀₁₈（平成₃₀）年に実施した若手保育士の「就業状況実態調査」を受けて，保育士不足

に関する保育士給与について検討を行った。保育士給与は低いが，極めて低い職業でもな

い。そもそも保育士の給与は，労働市場における需要と供給の関係で片づけられる問題で

もなく，社会福祉の児童福祉分野の重要な領域として保護され管理されているがゆえに，

わが国の社会保障の財源から多くが捻出されている。

そこで，政府は保育士人材不足の対策として₂₀₁₅（平成₂₇）年に「保育士確保プラン」₁₁）

を策定して，①人材育成，②就業継続支援，③再就職支援，④働く職場の環境改善を「 ₄

本の柱」として，保育士確保に向けた施策を積極的に行っている。その施策の中で，②就

業継続支援として，保育士の給与の補填策として「保育士処遇改善等加算」が行われてい

る。しかし，依然として保育士不足は，「保育士処遇改善等加算」を含んだ保育士の給与

額に対しても労働対価として満足していない結果となっている。

社会福祉・社会保障の一分野として，子ども・子育て家庭支援として社会的な役割を担

う保育に期待するならば，その役割の中心である専門職としての保育士の労働賃金の改善

に，政府は「保育士処遇改善等加算」という小手先の施策を用いるだけではなく，保育士

（図 ５）保育士処遇改善等加算の年次推移
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の労働内容から評価した労働対価とした保育士の給与体系の抜本的な見直しに取り組むこ

とを期待したい。

注 ₁）教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り，質の教育・保育を安

定的に供給していくために，長く働くことができる職場を構築する必要がある。その構

築のため，職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の加

算（処遇改善等加算Ⅰ）及び技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算（処

遇改善等加算Ⅱ）を行う。主な内容としては，保育士の給料を上げるための補助金を₂₀₁₃

（平成₂₅）年度から支給しており，その額は年々増加しており，近年では最大で ₁人月額

₄ 万円の給与アップとなるケースもある。ただし，国から保育園等に「処遇改善手当」

として支給される補助金の使い道は経営者に任せられている。また，保育士等の処遇改

善等加算については，運用の難しさなどから，効果的に導入できている施設はごく一部

に限られているといった課題もある。

付記
本研究は，₂₀₁₈年度岡山県の委託事業を実施した調査結果を基に発展的な研究を進めた。
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